
（平成２１年６月１０日報道資料抜粋）

１．今回のあっせん等の概要

（１）年金記録の訂正の必要があるとのあっせんを実施するもの 4 件

国民年金関係 1 件

厚生年金関係 3 件

（２）年金記録の訂正を不要と判断したもの 14 件

国民年金関係 7 件

厚生年金関係 7 件

年金記録確認静岡地方第三者委員会分

年金記録に係る苦情のあっせん等について



静岡国民年金 事案 912 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の平成元年９月から同年 12 月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏 名 : 男 

基礎年金番号 :  

生 年 月 日 : 昭和 44年生 

住 所 :  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 : 平成元年９月から同年 12月まで 

20歳になった時、国民年金の加入を勧めた母親に加入手続をしてもらい、

国民年金保険料も母親にお金を預け、母親が納付してくれたはずなので、申

立期間が未納とされていることに納得がいかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間は４か月と短期間である上、申立人の申立期間以降における国民年

金保険料の納付については未納は無く、厚生年金保険から国民年金への切替え

手続も適切に行われている。 

また、申立人の国民年金加入手続及び国民年金保険料を納付したとする申立

人の母親については、平成７年５月に法定免除となるまで、未加入期間を除い

て国民年金加入期間に未納は無く、申立人の父親についても、国民年金加入期

間に未納は無いことから、申立人及びその両親の保険料納付意識は高かったと

言える。 

さらに、申立人の国民年金手帳記号番号は平成２年４月 11 日に払い出され

ており、申立人の居住する町の国民年金被保険者資格に係る電算記録において

も国民年金新規取得届が同年２月 17 日に受理されていることが確認できるこ

とから、申立人は、このころ国民年金加入手続を行ったと推察される。 

加えて、申立人は、納付書が届けば、必ず母親に保険料を添えて納付を頼ん

でいたと主張しており、これについては、申立期間直後に国民年金保険料が過

年度納付されていることが確認できる上、申立人の母親が保険料を納付したと

述べている役場内の金融機関では過年度保険料の収納が可能であったことも

確認できることから、申立期間についても、申立期間を含めて納付したと考え

るのが自然である。 



その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年金

保険料を納付していたものと認められる。 



静岡厚生年金 事案 441 

 

第１ 委員会の結論 

事業主が社会保険事務所に届け出た標準報酬月額は、申立人が主張する

標準報酬月額であったと認められることから、申立期間の標準報酬月額を、

平成４年７月から５年９月までは 16 万円、同年 10 月から６年２月までは

24万円に訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏 名 : 女 

基礎年金番号 :  

生 年 月 日 : 昭和 18年生 

住 所 :  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 : 平成４年７月１日から６年３月１日まで 

社会保険庁の記録では、Ａ事業所に勤務していた期間について、厚生

年金保険の標準報酬月額が、実際に給与から控除されていた保険料に見

合う標準報酬月額と相違していることが分かった。このため、申立期間

の標準報酬月額を正しい記録に訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

社会保険庁の記録では、申立人の厚生年金保険の標準報酬月額は、当初、

平成４年７月から５年９月までは 16 万円、同年 10 月から６年２月までは

24万円と記録されていた。 

しかし、Ａ事業所が適用事業所に該当しなくなった日である平成６年３

月１日以降の同年３月４日に、申立人を含む 73人の標準報酬月額が遡及
そきゅう

し

て引き下げられており、申立人の標準報酬月額は、４年７月から６年２月

までの期間、11万円に引き下げられていることが確認できる。 

これらを総合的に判断すると、かかる訂正処理を行う合理的な理由は無

く、申立期間において標準報酬月額に係る有効な記録訂正があったとは認

められず、申立人の申立期間に係る標準報酬月額は、当初、事業主が社会

保険事務所に届け出た、平成４年７月から５年９月までは 16万円、同年 10

月から６年２月までは 24万円と訂正することが必要であると認められる。 

 

 



静岡厚生年金 事案 442 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたことが認められることから、申立人のＡ事業所における資格喪失日

に係る記録を昭和 57 年３月 21 日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を 32

万円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義

務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏 名 : 男 

基礎年金番号 :  

生 年 月 日 : 昭和 17年生 

住 所 :  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 : 昭和 57年２月 21日から同年３月 21日まで 

社会保険事務所において、厚生年金保険の加入期間について照会を行

ったところ、勤務期間に対し厚生年金保険の加入期間が短いことが分か

った。当該期間も継続して勤務していたので、厚生年金保険の被保険者

資格記録の訂正をしてもらいたい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

在籍証明書、雇用保険の加入記録などから、申立人はＡ事業所に継続し

て勤務し（昭和 57年３月 21日にＡ事業所から同グループＢ事業所に異動）、

申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたこ

とが認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、健康保険厚生年金保険被保

険者資格喪失確認通知書及び昭和57年１月の社会保険事務所の記録から32

万円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、

事業主は、保険料を納付したか否かについては不明としているが、事業主

は、資格喪失届の記載を誤ったとしていることから、事業主が昭和 57 年 2

月 21日を資格喪失日として誤って届け、その結果、社会保険事務所は、申



立人に係る同年２月の保険料について納入の告知を行っておらず（社会保

険事務所が納入の告知を行ったものの、その後に納付されるべき保険料に

充当した場合又は保険料を還付した場合を含む。）、事業主は、申立人に係

る申立期間の保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



静岡厚生年金 事案 443 

 

第１ 委員会の結論 

事業主は、申立人が昭和 43年 10月 26日に厚生年金保険被保険者の資格

を取得した旨の届出を社会保険事務所に行ったことが認められることから、

申立人の厚生年金保険被保険者資格の取得日に係る記録を訂正し、申立期

間の標準報酬月額については、３万 6,000円とすることが妥当である。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏 名 : 男 

基礎年金番号 :  

生 年 月 日 : 昭和 14年生 

住 所 :  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 : 昭和 43年 10月 26日から同年 11月 26 日まで 

Ａ社に勤務していた期間について、社会保険事務所に厚生年金保険の

加入記録について照会したところ、Ａ社Ｂ製作所から同社Ｃ事業所へ転

勤した際、同社Ｂ製作所の被保険者資格喪失日が昭和 43年 10月 27日で

あるのに対して、同社Ｃ事業所の被保険者資格取得日が同年 11 月 26 日

となっているため、当該期間については厚生年金保険に加入していた事

実は無い旨の回答を得た。 

Ａ社には継続して勤務しているので、申立期間について厚生年金保険

被保険者であったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

雇用保険の記録により、申立人はＡ社に継続して勤務していたことが確

認できる。 

また、社会保険事務所が保管するＡ社Ｃ事業所における申立人の健康保

険厚生年金保険被保険者原票の記録によれば、申立人は、昭和 43 年 11 月

26日に厚生年金保険被保険者の資格を取得したことが確認できる。 

しかし、Ａ社に保管されている健康保険厚生年金保険被保険者資格取得

届によれば申立人のＡ社Ｃ事業所での資格取得年月日は、昭和 43 年 10 月

26 日と記載されており、その受付印から、同資格取得届は当該事業所を管

轄する社会保険事務所で同年 11月 30日に受理されたことが確認できる。 



これらを総合的に判断すると、Ａ社Ｃ事業所の事業主は、申立人が昭和

43 年 10 月 26 日に厚生年金保険被保険者の資格の取得をした旨の届出を社

会保険事務所に行ったことが認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、健康保険厚生年金保険被保

険者資格取得届に記載されているとおり、３万 6,000 円とすることが妥当

である。 



 

静岡国民年金 事案 913 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 38年４月から40年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏 名 : 男 

基礎年金番号 :  

生 年 月 日 : 昭和５年生 

住 所 :  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 : 昭和 38 年４月から 40 年３月まで 

昭和 36 年１月ごろに国民年金の加入手続を役場で行い、妻の分と一緒

に二人分の国民年金保険料を納付してきた。申立期間が未納とされてい

ることに納得がいかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人が納付したとしている保険料額は、当時の実際の保険料額と相違

しており、申立人の主張と異なっている。 

また、昭和 36 年から申立人が 47 年１月に厚生年金保険に加入するまで

の期間について、申立人及びその妻の国民年金保険料の納付記録はすべて

一致しており、申立期間についてはその妻も未納となっていることから、

申立人のみ国民年金保険料を納付していたとは考え難い。 

さらに、申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関連資料

（家計簿、日記等）は無く、ほかに申立期間の保険料を納付していたこと

をうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認め

ることはできない。 

 

 

 

 

 

 



 

静岡国民年金 事案 914 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の平成４年10月から同年 12月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏 名 : 女 

基礎年金番号 :  

生 年 月 日 : 昭和 37 年生 

住 所 :  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 : 平成４年 10 月から同年 12 月まで 

平成４年 10 月にそれまで勤めた会社を退職した後、市役所の本庁又は

支所で国民年金の加入手続を行った。申立期間の国民年金保険料は、市

役所の本庁、支所、郵便局又は金融機関のいずれかで納付したと思うの

で、申立期間が未加入とされていることに納得ができない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、平成４年 10 月に退職後、国民年金の加入手続及び保険料の納

付を行ったと主張しているが、加入手続の場所及び納付金額についての記

憶は曖昧
あいまい

であり、当時の状況は不明である。 

また、申立人は、申立期間前後の期間において、厚生年金保険被保険者

であったが、申立人の所持する年金手帳には申立期間の国民年金被保険者

資格喪失についての記録が無く、厚生年金保険から国民年金への切替手続

を適切に行っていたことがうかがわれず、社会保険庁のオンライン記録及

び申立人が居住する市の国民年金被保険者記録共に申立期間は未加入とさ

れており、齟齬
そ ご

が無い。 

さらに、申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関連資料

（家計簿、日記等）は無い。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認め

ることはできない。 

 

 

 



 

静岡国民年金 事案 915 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 36年７月から45年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏 名 : 女 

基礎年金番号 :  

生 年 月 日 : 昭和 13 年生 

住 所 :  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 : 昭和 36 年７月から 45 年３月まで 

国民年金保険料は、自宅に町内の人が集金に来た時や男性が集金に来

た時に納付していた。 

当時、金銭的に困っておらず、申立期間について、一緒に国民年金保

険料を納付していた姉が納付済みになっているのに、私は未納とされて

いることに納得がいかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、国民年金保険料を集金で納付していたと述べているものの、

申立期間の保険料を納付していたことをうかがわせる具体的な記憶に乏し

い上、現在、国民年金手帳を所持しておらず、申立期間の保険料を納付し

ていたことを示す関連資料（家計簿、日記等）も無いため、納付状況は不

明である。 

また、申立人は、申立期間当時、転居したことがあると述べているが、

転居先で国民年金に係る手続を行ったことが無いとしている上、申立人に

対して、２度、国民年金手帳記号番号が払い出されていることから、国民

年金に係る住所変更手続が適切に行われていなかったことがうかがえる。 

さらに、申立期間は、105 か月と長期間であり、申立期間以外にも未納

期間が複数回ある。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認め

ることはできない。 

 

 



 

静岡国民年金 事案 916 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 47 年８月から 50 年３月までの期間及び 52 年４月から 53

年３月までの期間の国民年金保険料については、納付していたものと認め

ることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏 名 : 男  

基礎年金番号 :  

生 年 月 日 : 昭和 27 年生 

住 所 :  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 : ①昭和 47 年８月から 50 年３月まで 

  ②昭和 52 年４月から 53 年３月まで 

申立期間①について、私は大学生であったが、20 歳過ぎのころに母親

から「お前の年金は納めているからね。」と言われたことを記憶している。 

また、申立期間②について、同居していた両親及び妹の国民年金保険

料は町内の集金を経由して納付済みであるため、私の保険料も納付され

ていると思う。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、国民年金の加入手続及び保険料の納付に直接関与しておらず、

当該手続及び保険料を納付したとされる申立人の母親から当時の状況を直

接聴くことが申立人の希望によりできないため、状況は不明である。 

また、申立人は、昭和 48 年５月に住所を異動した際の、国民年金に係る

住所変更手続を行った記憶及び被用者年金への切替手続に係る記憶は無く、

当時の国民年金手帳についての記憶も無い。 

さらに、申立人の国民年金手帳記号番号は昭和 62 年 11 月に払い出され

ており、それ以前に申立人に対し、別の国民年金手帳が払い出されたこと

がうかがえないことから、このころ国民年金の加入手続を行ったと推測さ

れるが、その時点で申立期間は既に時効である上、さかのぼって国民年金

被保険者資格を取得したこともうかがえず、申立期間①及び②は未加入期

間であることから、申立期間に係る国民年金保険料を納付することはでき

なかったと推測される。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判



 

断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認め

ることはできない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

静岡国民年金 事案917 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和45年１月から同年12月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏 名 : 女 

基礎年金番号 :  

生 年 月 日 : 昭和22年生 

住 所 :  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 : 昭和45年１月から同年12月まで 

私は、昭和45年１月に自ら国民年金加入手続をして１年分の保険料を

前納し、この時国民年金手帳に割引された１か月分に相当する保険料の

検認印が押されており、申立期間については納付したはずなので、未納

とされていることに納得がいかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人が所持する国民年金手帳は、昭和46年１月６日に発行され、45年

４月から同年12月までの間の国民年金印紙検認記録欄には、「納付不要」の

ゴム印が押されている上、申立人の国民年金手帳記号番号の払出日は46年

１月８日となっており、申立人の国民年金手帳記号番号の払出前後の任意

加入被保険者も、同年１月に資格取得していることが確認できるため、申

立人は、このころ国民年金に任意加入したと推認できる。 

また、申立人は、厚生年金保険に加入していた夫と申立期間中である45

年６月に婚姻しており、申立期間の終期である同年12月までの間は任意加

入対象期間となり、申立人は遡及
そきゅう

して資格取得することはできないことか

ら、申立人の国民年金手帳に資格取得年月日が45年１月６日と記載されて

いるのは、46年１月６日の誤記と推定できる。 

さらに、申立人の主張する１年分の保険料を前納すると、１か月分が割

引となったとする申立人の主張は、実際の前納の保険料収納の取扱いと

齟齬
そ ご

する。 

加えて、申立人は、所持する国民年金手帳以外に別の国民年金手帳を受

け取った記憶が無く、申立人に対し別の国民年金手帳記号番号が払い出さ

れたこともうかがわれない上、申立期間の保険料を納付していたことを示



 

す関連資料（家計簿、日記等）も無く、ほかに申立期間の保険料を納付し

ていたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認め

ることはできない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

静岡国民年金 事案 918 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 50年５月から54年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏 名 : 男 

基礎年金番号 :  

生 年 月 日 : 昭和 30 年生 

住 所 :  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 : 昭和 50 年５月から 54 年３月まで 

20 歳到達時に、母親が学生の国民年金加入について社会保険事務所に

電話で問い合わせしたところ、20 歳になったら国民年金加入は全員義務

づけられていると言われ、送付されてきた納付書で金融機関から納付し

たはずであり、大学在学中が未加入となっていることに納得ができない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人から提出された申立人の母親の家計簿の写しを見ると、申立期間

当時の国民年金保険料相当額が記載されているが、昭和 51 年度から 54 年

度までの保険料については、毎年５月に前納しているなど、申立人の母親

の保険料納付状況と一致する。 

また、申立人の国民年金手帳記号番号は、昭和 54 年 11 月に払い出され

ている上、家計簿の写しを見ると、55 年１月 24 日に初めて国民年金保険

料額と共に申立人の名前が記載されていることから、54 年 11 月ごろに国

民年金の加入手続を行い、昭和 54 年度の現年度保険料から納付し始めたも

のと考えられる。 

さらに、申立期間当時、申立人は学生であったため、国民年金の任意加

入対象者であり、申立人の所持する国民年金手帳では、国民年金被保険者

資格の取得日は昭和 54 年４月１日と記載され、申立期間は未加入期間とな

っている上、申立人に対し、別の国民年金手帳記号番号が払い出されたこ

とはうかがわれない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認め

ることはできない。 



 

静岡国民年金 事案 919 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 36年 10月から 40年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏 名 : 女 

基礎年金番号 :  

生 年 月 日 : 大正 14 年生 

住 所 :  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 : 昭和 36 年 10 月から 40 年３月まで 

婦人会の部長に選ばれたころ、何度か国民年金保険料を納めた覚えが

ある。その後、転居したが、保険料の集金が来なかったため、保険料を

納付していなかった時期があるが、現住所に家を建て、落ち着いたころ、

督促状を再三受け取り、夫と二人分の保険料を金融機関で納めたはずで

あり、３万円で多少おつりもあったことなども記憶しているため、申立

期間が未納となっていることに納得がいかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、婦人会の部長であった時期に国民年金保険料を納付したこと

があると述べており、その時期は申立人の記憶から昭和 35 年ごろのことで

あると考えられるが、国民年金保険料の納付が開始されたのは 36 年４月以

降である。 

また、申立人は、昭和 39 年３月に現在の住所地へ転居しており、このこ

ろ、再三督促状が届いたため、夫婦二人分併せて約３万円の国民年金保険

料を金融機関で納付したことがあると述べているが、仮に申立期間の保険

料を夫婦二人分併せて納付したとしても１万 3,000 円弱であり、申立人の

記憶する金額と大きく相違する。 

さらに、申立人及びその夫の国民年金手帳記号番号は、昭和 41 年 10 月

に夫婦連番で払い出されており、このころ国民年金の加入手続を行ったと

推測されるが、この時点で申立期間の過半は時効であり、申立人の夫につ

いても、申立期間は未納である。 

加えて、申立人に対し、別の国民年金手帳記号番号が払い出されたこと

が確認できず、申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関連

資料（家計簿、確定申告書等）も無い。 



 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認め

ることはできない。 



  

静岡厚生年金 事案 444 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏 名 : 男 

基礎年金番号 :  

生 年 月 日 : 昭和 16 年生 

住 所 :  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 : 昭和 39 年８月から 40 年３月 22 日まで 

社会保険事務所に厚生年金保険の加入記録について照会したところ、

申立期間について厚生年金保険に加入していた事実は無い旨の回答を得

た｡ 

給与明細書等は無いが、東京オリンピックを会社で見ており、勤務し

ていたことは確かであるので、申立期間について厚生年金保険の被保険

者であったことを認めてほしい｡ 

 

第３ 委員会の判断の理由 

社会保険事務所が管理するＡ事業所に係る健康保険厚生年金保険被保険

者名簿の健康保険番号※番（昭和 35 年 10 月１日取得）から申立人が同事

業所で資格を取得した同番号※※番（昭和 40 年３月 22 日取得）までの被

保険者を確認したが、この間に欠番は無く、申立人の氏名は見当たらず、

申立人の氏名が脱落した痕跡
こんせき

も認められない。 

また、Ａ事業所に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿から、申立期

間において資格を取得した被保険者は確認できず、昭和 40 年３月 22 日に

複数の被保険者が資格を取得していることが確認できることから、同事業

所ではこの時期にまとめて厚生年金保険の資格取得届を提出したことがう

かがえる｡ 

さらに、Ａ事業所を継承しているＢ事業所から申立人の申立期間におけ

る厚生年金保険料の控除を確認できる資料は無いとの回答を得た｡ 

加えて、申立人が記憶している当時の事業主及び同僚からは、申立期間

における申立人の厚生年金保険の適用、保険料控除の状況を確認すること



  

はできなかった｡ 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確

認できる関連資料、周辺事情は無い｡ 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



  

静岡厚生年金 事案 445 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めるこ

とはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏 名 : 女 

基礎年金番号 :  

生 年 月 日 : 昭和６年生 

住 所 :  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 : 昭和 22 年４月１日から 33 年６月１日まで 

社会保険事務所の記録では、申立期間について脱退手当金が支給済み

であるということだが、自分は脱退手当金を受給した記憶は無いので、

申立期間について厚生年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人の脱退手当金が支給された時期は、通算年金制度創設前であり、

20 年以上の厚生年金保険被保険者期間が無ければ年金は受給できなかっ

たのであるから、申立期間の事業所を退職後、昭和 42 年７月まで公的年

金への加入歴が無い申立人が脱退手当金を受給することに不自然さはうか

がえない。 

また、申立期間の脱退手当金は、申立期間に係る厚生年金保険被保険者

資格喪失日から約１か月半後の昭和 33 年７月 18 日に支給決定されている

とともに、申立人から聴取しても受給した記憶が無いというほかに脱退手

当金を受給していないことをうかがわせる事情は見当たらない。 

これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は、申

立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 

 

 

 

 

 

 



  

静岡厚生年金 事案 446 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏 名 : 男 

基礎年金番号 :  

生 年 月 日 : 昭和 17 年生 

住 所 :  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 : 昭和 48 年４月から 52 年３月まで 

社会保険事務所に厚生年金保険の加入記録について照会したところ、

申立期間について厚生年金保険に加入していた事実は無い旨の回答を得

た。 

厚生年金保険料を控除されていた記憶があるので、当該期間について

厚生年金保険の加入期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人が勤務していたとするＡ事業所は、申立人の記憶が詳細であるこ

とや同僚の記憶などから、申立人の主張する所在地に存在していたとうか

がわれるが、その所在地を管轄する社会保険事務所の事業所名簿では、申

立人が勤務したとしている事業所は厚生年金保険の適用事業所として確認

ができず、同所在地を管轄する法務局でも、同事業所の商業登記の記録は

確認ができない。 

また、申立人が事業主として記憶している者の氏名にて厚生年金保険の

加入記録を確認したが、申立期間中、申立人が主張する業種、類似の名称

の事業所で厚生年金保険の被保険者資格を持つ者は確認ができず、事業主

を特定することはできなかった。 

さらに、申立人が同僚として挙げた者についても、申立期間においてＡ

事業所で厚生年金保険の被保険者としての記録は確認ができない。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料控除について確認

できる関連資料、周辺事情は無い。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、



  

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



  

静岡厚生年金 事案 447 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏 名 : 男 

基礎年金番号 :  

生 年 月 日 : 昭和 18 年生 

住 所 :  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 : 昭和 58 年６月ごろから 59 年２月ごろまで 

社会保険事務所に厚生年金保険の加入記録を照会したところ、申立期

間について厚生年金保険に加入していた事実は無い旨の回答を得た。 

しかし、自分が勤務していたことは確かなので、申立期間について厚

生年金保険被保険者であったことを認めてほしい｡ 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ事業所から、「昭和 30 年以降の従業員録に申立人の氏名は確認でき

ず、昭和 51 年４月以降の当社で保管している健康保険厚生年金保険資格

取得確認通知書の写しを調べたが、申立人の同通知書の写しを確認するこ

とができない。」との回答を得た。 

また、申立期間当時から引き続きＡ事業所で勤務している複数の従業員

は、申立人について、「記憶していない。」と証言している。 

さらに、社会保険事務所が管理する厚生年金保険被保険者原票の整理番

号＊番（昭和 57 年 11 月 1 日取得）から同番号（昭和 60 年 5 月 27 日取

得）までの被保険者を確認したが、この間に欠番は無く、申立人の氏名は

見当たらず、申立人の氏名が脱落した痕跡
こんせき

も認められない。 

なお、申立人の申立期間に係る雇用保険の被保険者記録を確認すること

ができない。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確

認できる関連資料、周辺事情は無い。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



  

静岡厚生年金 事案 448 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めるこ

とはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏 名 : 女 

基礎年金番号 :  

生 年 月 日 : 昭和４年生 

住 所 :  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 : ①昭和 23 年８月 20 日から 33 年４月３日まで 

  ②昭和 34 年８月 20 日から 35 年３月 30 日まで 

社会保険事務所へ厚生年金保険の加入記録を照会したところ、申立期

間については脱退手当金を支給済みであるとの回答を得た。自分は受け

取った記憶は無いので、申立期間を年金額に反映される厚生年金保険の

被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間の脱退手当金は支給額に計算上の誤りは無く、申立人の厚生年

金保険被保険者台帳には、脱退手当金の算定のために必要となる標準報酬

月額等を、厚生省（当時）から当該脱退手当金の裁定庁へ回答したことが

記録されているなど、一連の事務処理に不自然さはうかがえない。 

また、申立人の脱退手当金は昭和 35 年 12 月７日に支給決定されている

が、当時は通算年金制度創設前であり、20 年以上の厚生年金保険被保険

者期間が無ければ年金は受給できなかったのであるから、申立期間の事業

所を退職後、昭和 41 年３月まで公的年金への加入歴が無い申立人が脱退

手当金を受給することに不自然さはうかがえない上、申立人から聴取して

も、受給した記憶が無いというほかに脱退手当金を受給していないことを

うかがわせる事情は見当たらない。 

これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は、申

立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 

 

 

 



  

静岡厚生年金 事案 449 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏 名 : 男 

基礎年金番号 :  

生 年 月 日 : 大正 13 年生 

住 所 :  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 : 昭和 24 年９月１日から 25 年２月１日まで 

社会保険事務所に厚生年金保険の加入期間の照会を行ったところ、申

立期間について加入記録が確認できないとの回答を得た。 

しかし、昭和 25 年２月１日にＢ事業所に入社する直前まで、Ｂ事業

所の前身であるＡ事業所に勤務していたことは事実であるので、申立期

間について厚生年金保険被保険者であったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

社会保険事務所が管理するＡ事業所の健康保険厚生年金保険被保険者名

簿から、Ａ事業所は、昭和 24 年９月１日に全喪していることが確認でき、

申立期間において当該事業所は、厚生年金保険の適用事業所とはなってい

ない。 

また、当時勤務していた同僚も、昭和 24 年９月１日にＡ事業所で厚生

年金保険被保険者資格を喪失し、25 年２月１日にＢ事業所で同資格を取

得していることが確認できる。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確

認できる関連資料、周辺事情は無い。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 
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第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めるこ

とはできない。 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏 名 : 女 

基礎年金番号 :  

生 年 月 日 : 昭和５年生 

住 所 :  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 : 昭和 39 年 10 月１日から 42 年２月 21 日まで 

社会保険事務所へ厚生年金保険の加入記録を照会したところ、申立期

間については脱退手当金を支給済みであるとの回答を得た。自分は受け

取った記憶は無いので、申立期間を年金額に反映される厚生年金保険の

被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人が勤務していた申立期間に係る事業所の健康保険厚生年金保険被

保険者原票で、申立人の厚生年金保険被保険者資格喪失日である昭和 42

年２月 21 日の前後２年以内に資格を喪失したことが確認できる女性 10 名

の脱退手当金の支給記録を調査したところ、８名について脱退手当金の支

給記録が確認でき、そのうち６名について資格喪失日から６か月以内に脱

退手当金の支給決定がなされていることを踏まえると、申立人についても

その委任に基づき事業主による代理請求がなされた可能性が高いものと考

えられる。 

また、申立人の健康保険厚生年金保険被保険者原票には、脱退手当金の

支給を意味する「脱手 42.６.20」の印が押されているとともに、申立期

間に係る厚生年金保険被保険者資格喪失日から約４か月後の昭和 42 年６

月 16 日に支給決定されているなど、一連の事務処理に不自然さはうかが

えない上、申立人から聴取しても受給した記憶が無いというほかに脱退手

当金を受給していないことをうかがわせる事情は見当たらない。 

これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は、申

立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 


